沖縄都市モノレール技術支援業務委託R2
 特 記 仕 様 書 

第1章 総則

第1条 適用
本特記仕様書は、沖縄都市モノレール技術支援業務委託R2について適用する。

第2条 工期

　　　　　　令和2年10月1日～令和3年3月31日迄

第3条 契約条件

本業務を実施するにあたっては、本特記仕様書及び契約書によるほか、沖縄県土木建築部制定「現場技術業務共通仕様書（H2７）」等の規定に従うものとし、また、関係諸法令その他必要な諸基準を熟知し、これを尊守するものとする。

第4条 本特記仕様書に記載してある「甲」とは発注者をいい、「乙」とは受注者
をいう。
第5条 必要事項の補充

本業務を実施するにあたっては、本特記仕様書に明記なき事項についても、業務の遂行上必要なものが生じた場合は、調査（監督）職員と協議のうえ対処するものとする。

第6条 疑義等

本特記仕様書に記載のない項目及び業務遂行にあたり疑義が生じた場合には、甲乙協議により定めるものとする。

第7条 成果品の帰属

本業務により生じた成果は、全て甲に帰属するものであり、甲の許可なく他に公表又は貸与してはならない。

第8条 変更
本業務の内容及び数量に変更が生じた場合は、甲乙協議の上変更の対象とする。

第9条 基本事項

乙は、積極的な情報収集を行い、全国的な事例について活用を検討し、新技術、コスト縮減策等の技術提案を行うこと。また、関係別業務との委託業者とも密に連絡を取り合い、良好な協力体制を構築し、互いの成果品レベルの向上に努めること。
第2章 業務内容

第10条 業務内容
業務内容書は、別紙１のとおりとする。

また、業務区分は、別紙２のとおりとする。
第11条 業務成果品の提出
完成時に提出する成果品は、次のとおりとする。

1) 出勤簿

2) 業務実施報告書
3) 打ち合わせ記録簿
4) その他調査（監督）職員の指示する資料
別紙１
沖縄都市モノレール技術支援業務委託　業務内容書

１．業務の目的

　本業務は、沖縄都市モノレール３両化事業の効率的な進捗を図るため、発注者の体制・能力の質的・量的補完を目的に技術的資格と経験を有する技術者を配置する。配置された技術者は、モノレールインフラ外の設計・発注・施工の各段階における設計及び工事の監督補助業務を行うものとする。
　なお、本特記仕様書に定めのない事項は「現場技術業務共通仕様書（沖縄県）」に準ずる。

２．業務の内容

（１）発注者支援

　　　受託者は、管理技術者１名及び担当技術者１名を配置し、履行期間中においては沖縄都市モノレール３両化事業に係る下記アの業務及び工事を対象に、下記イ及びウの業務を行うものとする。
ア．対象業務・工事
(1)　沖縄都市モノレール3両化に伴う電気設備詳細設計業務委託（電力弱電線路設備、変電設備、信号保安設備、保安通信設備、列車無線設、運行管理設備、可動安全柵設備　等）
(2) 車両基地詳細設計
(3) ボックスカルバート設計

(4) 可動安全柵改修工事

(5) 地盤改良工事
イ．管理技術者の業務

　（1）担当技術者の指揮監督
ウ．担当技術者の業務
　（1）対象設計業務に係る照査等
（2）業務対象工事の契約の履行に必要な資料作成等
（3）業務対象工事の施工状況の段階確認等
（4）地元及び関係機関との協議・調整に必要な資料の作成
（5）工事検査等への臨場
（6）事業計画検討の補助

（e）全体工事施工工程の検討

（ｆ）その他、上記業務を遂行する上で必要な事項等
（２）打ち合わせ協議

　   打ち合わせ協議は1回／3ヶ月とする。
（３）業務報告書取りまとめ

３．管理技術者及び担当技術者の人員及び資格
本業務における管理技術者及び担当技術者の人員及び資格は下記のとおりとする。

（１）人員

　　ア．管理技術者・・・1人（主任技術者）
イ．担当技術者（常駐する技術者）・・・1人（技師（C））

（２）資格
ア．管理技術者

以下のいずれかの資格保有者であること。
・技術士（建設部門）又は技術士（電気電子部門）
イ．担当技術者（常駐する技術者）
　　モノレール関連工事の設計又は施工管理のいずれかに関して10年以上の実務経験　及び　モノレール車両基地建設に関する設計又は施工管理のいずれかについて3年以上の実務経験を有し、以下のいずれかの資格保有者であること。
・一級電気工事施工管理技士の資格を有すること。
・発注者が上記と同等であると認めた者。
４．勤務の形態及び時間等
　ア．管理技術者

(ｱ) 勤務形態：常駐しない。
　イ．担当技術者
(ｱ) 勤務形態：常駐
(ｲ) 勤務日数：１ヶ月あたり19.5日とする。
(ｳ) 勤務日：月曜日から金曜日とする。土曜日、日曜日及び祝祭日は原則として休日とする。
ただし、調査（監督）職員から勤務日を指示された場合は、特別の理由がない限り対応すること。
(ｴ) 勤務時間：8：30～17：15
ただし、調査（監督）職員から勤務時間を指示された場合は、特別の理由がない限り対応すること。

(ｵ) 常駐先：沖縄都市モノレール株式会社
(ｶ) 業務に必要なパソコン及びインターネット環境、通勤用の交通手段は受託者で手配するものとし、公共交通機関として部外者の侵入防止のため、制服等は貸与する。
　　
5．沖縄都市モノレール3両化導入加速化事業の概要

（１）
　・３両×４編成新造、２両編成への１両追加×５編成

　　　（現在）２両×２１編成［４２両］

　　　（計画）３両×９編成＋２両×１６編成［５９両］

　・車庫増設

　・変電室設備改修、信号機器改修、運行管理システム改修・電力監視システム改修　等

　・ホームドアの３両対応への改造　等

